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令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

体罰禁止

職員の資格の在り方
その他資質の向上策の検討

一時保護等の手続きの在り方の検討

子どもの権利擁護に関する検討

民法「懲戒権」の検討（法務省）

国と地方との協議の場の開催(※)
※中核市等の児相設置促進、人材確保
等の検討のため、WGを設置

児童福祉法等改正法に基づく検討状況

○ 令和元年に成立した児童福祉法等改正法の検討規定に基づき以下の対応等を行う。

協議の場

資質向上WG

検討会 周知

施設等でのモデル実施

法制審議会

調査研究

権利擁護ＷＴ等

施
行
後
一
年

施
行
後
二
年

9月3日

9月10日

8月2日

6月20日

施
行

（中間試案・パブリックコメント）

12月19日

検討会実態把握

9月18日
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体罰等によらない子育ての推進に関する検討会について

児童虐待防止対策の強化を図るための児童福祉法等の一部を
改正する法律（令和元年法律第46号。以下「改正法」とい
う。）において、児童の親権を行う者は、児童のしつけに際し
て、体罰を加えることその他監護及び教育に必要な範囲を超え
る行為により児童を懲戒してはならないこととされた。

これを受け、体罰の範囲や体罰禁止に関する考え方を示した
ガイドライン等を作成し、国民や関係者にわかりやすく普及す
るとともに、保護者に対する支援策もあわせて周知を行うなど、
体罰等によらない子育てを推進するための検討を行う。

（敬称略、五十音順）○座長

１．体罰禁止の考え方
２．体罰の範囲等
３．体罰等によらない子育て推進方策及び保護者への支援策

○

令和元年９月３日 第１回開催

令和元年10月28日 第２回開催

令和元年12月３日 第３回開催

※ パブリックコメントを実施（12月20日～１月18日）

令和２年２月18日 第４回開催 とりまとめ

令和２年４月１日 改正法施行

大日向雅美 恵泉女学園大学 学長

髙祖 常子 認定ＮＰＯ法人 児童虐待防止全国ネッ
トワーク 理事

立花 良之 成育医療研究センター こころの診療部
乳幼児メンタルヘルス診療科 診療部長

福丸 由佳 白梅学園大学 子ども学部 教授
CARE-Japan 代表

松田 妙子 ＮＰＯ法人 せたがや子育てネット 代
表理事

森 保道 日本弁護士連合会 子どもの権利委員会
委員・幹事

山田 和子 四天王寺大学 看護学部 教授

設置の趣旨 主な検討事項

委員

スケジュール・開催実績
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「体罰等によらない子育てのために」（概要）（令和２年２月18日体罰等によらない子育ての推進に関する検討会とりまとめ）

Ⅰ はじめに

Ⅱ しつけと体罰は何が違うのか

Ⅲ なぜ体罰等をしてはいけないのか

Ⅳ 体罰等によらない子育てのために

Ⅴ おわりに

・しつけの名の下に行われる体罰が、徐々にエスカレートし、深刻な虐待を引き起こす事例も見受けられる中、国際的にも58か国が体罰を禁止している。
・日本でも、児童福祉法等の改正法において、体罰が許されないものであることが法定化され、2020年４月１日から施行される。
・体罰禁止に関する考え方等を普及し、社会全体で体罰等によらない子育てを考えていただき、保護者が適切な支援につながることを目的としている。

・たとえしつけのためだと親が思っても、身体に、何らかの苦痛を引き起こし、または不快感を意図的にもたらす
行為（罰）である場合は、どんなに軽いものであっても体罰に該当し、法律で禁止される。これは、親を罰したり、
追い込むことを意図したものではなく、子育てを社会全体で応援・サポートすることを目的としている。
・しつけとは、子どもの人格や才能等を伸ばし、社会において自律した生活を送れるようにすること等の目的から、
子どもをサポートして社会性を育む行為。子どもに向き合い、社会生活をしていく上で必要なことを、しっかりと
教え伝えることは必要だが、体罰で押さえつけるしつけは、目的に合うものではなく、許されない。
・子どもを保護するための行為（道に飛び出しそうな子どもの手をつかむ等）や第三者に被害を及ぼすような行為
を制止する（他の子どもに暴力を振るうのを制止する等）は体罰には該当しない。
・体罰以外にも、怒鳴りつけたり、子どもの心を傷つける暴言等も子どもの健やかな成長・発達に悪影響を
与える可能性がある。

◎ こんなことしていませんか

・ 言葉で３回注意したけど言うことを
聞かないので、頬を叩いた
・大切なものにいたずらをしたので、
長時間正座をさせた
・ 友達を殴ってケガをさせたので、
同じように子どもを殴った
・宿題をしなかったので、夕ご飯を
与えなかった 等

・体罰等は子どもの成長・発達に悪影響を与えることは科学的にも明らかになっており、体罰等が繰り返されると、心身に様々な悪影響が生じる
可能性があることが報告されている。
・大人に対する叩く等の行為が人権侵害として許されないのは子どもも同様であり、子どもへの暴力は子どもの持つ様々な権利を侵害する。
・体罰等により、一時的に言うことを聞くかもしれないが、これは根本的な解決にはならず、むしろ子どもに暴力的な言動のモデルを示すことになる。
保護者に恐怖心を感じると、必要なときに悩みを相談すること等が難しくなり、対人関係のトラブルや非行、犯罪被害など、別の大きな問題に発展してしまう
可能性がある。

・スウェーデンでも長い時間をかけて社会全体で認識を共有しており、法律が変わったことはゴールではなく、これから社会全体で取り組んでいく必要がある。
・体罰等に対する意識を一人ひとりが変えていく必要があり、保護者が孤立せず、社会全体で子育てを行っていく必要がある。

・（１）子どもとの関わりの工夫
①子どもの気持ちや考えに耳を傾けましょう ②「言うことを聞かない」にもいろいろあります ③子どもの成長・発達によっても異なることがあります
④子どもの状況に応じて、身の周りの環境を整えてみましょう ⑤注意の方向を変えたり、子どものやる気に働きかけてみましょう
⑥肯定文でわかりやすく、時には一緒に、お手本に ⑦良いこと、できていることを具体的に褒めましょう
・（２）保護者自身の工夫
否定的な感情に気付く・認める、自分なりの工夫を考えてみる、市区町村の子育て相談窓口等の支援やサービスを利用してみる 等
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委 員 名 所 属

相澤 仁 大分大学福祉健康科学部教授

安部 計彦 西南学院大学人間科学部社会福祉学科教授

江口 晋 大阪府中央子ども家庭センター所長

奥山 眞紀子 日本子ども虐待防止学会理事長

加藤 久美子 本庄市保健部子育て支援課 課長

加藤 雅江
杏林大学保健学部健康福祉学科教授

日本精神保健福祉士協会常任理事

栗延 雅彦
和泉乳児院院長

全国乳児福祉協議会総務委員長

栗原 直樹 日本社会福祉士会 副会長

小島 健司 埼玉県伊奈町健康福祉統括監 全国町村会

小山 菜生子
児童家庭支援センターかわわセンター長

全国児童家庭支援センター協議会幹事

才村 純 東京通信大学教授

佐藤 杏
国立成育医療研究センター医療連携・患者支援センターソーシャルワーカー

日本医療社会福祉協会調査研究部周産期・小児領域担当

髙橋 誠一郎
社会福祉法人至誠学舎立川児童事業本部副本部長兼事務局長

全国児童養護施設協議会副会長

津崎 哲郎 ＮＰＯ法人児童虐待防止協会理事長

西澤 哲 山梨県立大学人間福祉学部・福祉コミュニティ学科教授

藤林 武史 福岡市こども総合相談センター所長

増沢 高 こどもの虹情報研修センター研究部長

松本 伊智朗 北海道大学大学院教育学研究院教授

宮島 清 日本社会事業大学専門職大学院教授

村松 幹子
社会福祉法人全国社会福祉協議会

全国保育協議会副会長 全国保育士会会長

森井啓
滋賀県健康医療福祉部こども・青少年局家庭支援推進室室長

全国知事会

山縣 文治 関西大学人間健康学部人間健康学科教授

子ども家庭福祉に関し専門的な知識・技術を必要とする支援を行う者の
資格の在り方その他資質の向上策に関するワーキンググループについて

児童虐待防止対策の強化を図るための児童福祉法等の一部を改

正する法律（令和元年法律第46号）附則第７条第３項において、「政

府は、法律の施行後１年を目途として、児童の福祉に関し専門的な知

識及び技術を必要とする支援を行う者についての資格の在り方その他

当該者についての必要な資質の向上を図るための方策について検討

を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする」とされて

いる。 これを受け、子ども家庭福祉に関し専門的な知識・技術を必要

とする支援を行う者の資格の在り方その他資質の向上策についての検

討を行うため、「社会的養育専門委員会」の下にワーキンググループ

を設置する。

主な検討事項

（敬称略、五十音順）

委員

◎座長 ○座長代理

スケジュール

子ども家庭福祉に関し専門的な知識・技術を必要とする支援を行う
者の資格の在り方その他資質の向上策

○

◎

令和元年 ９月10日 第１回開催
令和２年 ２月19日 第２回開催
令和２年 ６月19日 第３回開催

令和２年 ７月29日 第４回開催
令和２年 ９月７日 第５回開催
令和２年 10月16日 第６回開催（これまでの議論の中間整理）
令和２年 10月20日 第７回開催
令和２年 11月17日 第８回開催
令和２年 １2月18日 第９回開催

令和３年 １月26日 第10回開催
令和３年 ２月２日 とりまとめ

設置の趣旨
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子ども家庭福祉に関し専門的な知識・技術を必要とする支援を行う者の
資格の在り方その他資質の向上策に関するワーキンググループ

とりまとめ（令和３年２月２日）（ポイント）

（基本的な考え方）
○ 児童福祉司の任用要件の一つである社会福祉士の養成課程においては、子ども家庭福祉分野の内容が少なく、専門性を十分に担保できる状況にない。

子ども家庭福祉に関する専門的な知識・技術を有することを客観的に評価し、専門性を共通に担保できる仕組みとして資格の創設を検討すべきである。

（資格の対象、建て付け）
○ 資格を創設することとした場合、その建て付けとして、
「社会福祉士養成課程との共通の科目を基礎として、子ども家庭福祉分野の専門課程を修了した者に付与される資格」（①）とすることや、
「既存のソーシャルワークに関する資格（社会福祉士等）を基礎として、子ども家庭福祉分野に関する上乗せの教育課程を修了した者に付与される資格」（②）とすることが
考えられる。

○ 資格制度をどのような建て付けとするかについては様々な意見があり、また、養成課程や養成ルートによって様々な組み合わせも考えられることから、求める専門性の
程度や養成する規模などの観点から、引き続き検討していくべきである。（⇒資料３－２参照）

（資格の付与方法）
○ 資格の付与方法としては、例えば、「試験を実施して合格者に資格を付与する方法」、「特定の教育課程を認定し、当該課程を修了した者に資格を付与する方法」などが
考えられる。

（養成課程・養成ルート）
○ 少なくとも４年制大学の課程を経れば取得可能な仕組みとしつつ、その他にも複数の養成ルートを設けるべきである。特に、児童福祉司を急激に増やしていかなければ
ならない現状を考慮すれば、採用後においても資格を取得できる社会人ルートも設けるべきである。

（任用・配置）
○ 児童相談所や市区町村、民間機関等の現場の人材確保に支障が生じないよう、資格を任用要件の一つとして位置付けることからはじめ、将来的に有資格者の任用を増
やしていく方向とすべきであり、そのためのインセンティブや将来的な法的な位置づけについて検討すべきである。

（スーパーバイザー等）
○ 基礎資格とは別途、スーパーバイズ等の指導的役割を担う者の能力を客観的に評価する仕組みが必要である。

（１）子ども家庭福祉の資格の在り方

共通科目

社会福祉士
専門科目

精神保健福祉士
専門科目

資格取得

社会福祉士
専門科目

精神保健福祉士
専門科目

社会福祉士又は精神保健福祉士資格取得

資格取得

①の粗いイメージ ②の粗いイメージ

共通科目
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（基本的な考え方）
○ 人材の資質の向上は喫緊の課題であり、資格制度を創設して実際に養成され現場に定着するまでには相応の年数を要することも踏まえれば、早期に取り組める資
質向上策として、研修・人材養成を充実させる必要がある。

（現行の研修制度）
○ 現行の法定研修は知識偏重になっており、ＯＪＴや、事例を用いた演習等により、面接やニーズ把握等の実践的な訓練を充実させる必要がある。
○ 児童福祉司についてはアセスメント、子どもや家庭への支援、ケースマネジメントに加え、立入調査や職権一時保護、28条申立て、親権停止申立て等の権限行使をどこ
の児童相談所でも最低限有効に活用することが求められており、ノウハウを持っている自治体で実務を体験する仕組みが必要である。
スーパーバイザーについては、児童福祉法で定められたおおむね５年以上の実務経験を確実に求めていくべきである。他方で、単に勤続年数さえ満たしていれば

能力が担保されるわけではないことから、まずは令和４年４月から施行される任用前研修において適切な修了要件を設定し、スーパーバイザーとしての能力を確認で
きるようにすべきである。

（有資格者等に対する研修制度）
○ 将来的には有資格者等に対して研修を行う観点から、研修カリキュラムや到達目標を見直していく必要があり、例えば資格取得後の実務経験システム（インターン
シップ）なども含めて検討していくべきである。

（研修の実施体制）
○ 座学で行う知識や基本的な事項の学びなど、効率化できる研修等については、オンライン研修、ｅ-ラーニング等のＩＣＴの活用を進めていくべきである。
○ スーパーバイザーが多忙であるために新人の現場経験のフォローができない状況もあることから、大学や民間団体、児童相談所ＯＢ・ＯＧをアドバイザーとして活用
する取組も必要であり、そうしたアドバイザーの登録、派遣調整を研修施設が行うなどの仕組みを整備するべきである。

（２）研修・人材養成の在り方

（基本的な考え方）
○ 児童相談所や市区町村の職員が、ソーシャルワークの専門職として専門性の積み上げができるような人事制度・キャリアパスとしていく必要がある。

（採用）
○ 専門性を有する職員を確保していくうえでは、地方自治体の特性を踏まえつつ福祉専門職採用を定着させるとともに、その専門性を生かしていけるような人事シス
テムとしていく必要がある。

（人事・キャリアパス）
○ 職員の意欲を向上させるためにはキャリアパスが明確になっていることが必要であり、採用する自治体等において、職務に応じて必要となる能力や業務経験等の
見える化を行っていくべきである。

○ 専門性の向上のためには、自治体ごとに人材養成のためのビジョンを持つこと、それを踏まえて計画的に取り組むことが重要である。例えば、様々な場所や分野で
のソーシャルワークの経験を積む機会を設けることが重要であり、児童相談所、都道府県、市区町村の間で人事交流等を行っていくべきである。特に、児童福祉司は
実践経験が重要であり、地方の職員は様々なケースを扱う都市部で経験ができるなどの取組を行うべきである。

（３）人事制度・キャリアパスの在り方
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児童相談所における一時保護の手続等の在り方に関する検討会 概要

〈参考〉児童福祉法及び児童虐待の防止等に関する法律の一部を改正する法律

(平成29年法律第69号)の改正事項

○ 親権者等の意に反する２ヶ月を超えた一時保護について家庭裁判所の審査

の導入

○ 家庭裁判所が都道府県等に対し保護者への指導を勧告することができる場

合の拡大（児童福祉法第28条の措置の承認の審判時に加え、審判前や却

下審判時にも勧告が可能となる）

○ 都道府県等が保護者に対し接近禁止命令を行うことができる場合の拡大

（児童福祉法第28条の措置中に加え、一時保護や親権者の同意のもとでの

里親・施設入所等の措置の場合にも接近禁止命令を行うことが可能となる）

○ 平成29年６月14日に成立した「児童福祉法及び児童虐待の防止等に関

する法律の一部を改正する法律」（平成29年法律第69号）附則第４条で

は、政府は、同法の施行後３年を目途として、児童相談所の体制の整備の

状況、家庭裁判所の関与の下での児童福祉法第６条の３第８項に規定す

る要保護児童を適切に保護するために都道府県及び児童相談所が採る

措置の実施状況その他の同法による改正後のそれぞれの法律の施行の状

況等を勘案し、同法による改正後のそれぞれの法律の規定について検討

を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずることとされている。

○ また、令和元年６月19日に成立した「児童虐待防止対策の強化を図るた

めの児童福祉法等の一部を改正する法律」（令和元年法律第46号）附則

第７条第２項では、政府は、同法の施行後１年を目途として、児童福祉法

第６条の３第８項に規定する要保護児童を適切に保護するために都道府

県及び児童相談所が採る一時保護その他の措置に係る手続の在り方につ

いて検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずることとされている。

○ これらを踏まえ、児童相談所における一時保護の手続等の在り方に関する

検討等を行うことを目的として、本検討会を開催する。

検討会設置の趣旨

検討事項

〇 以下の事項について効果的な運用も含めた手続等の在り方を検討

・一時保護・社会的養護措置その他児童相談所が採る措置

・一時保護等に関する司法関与

・保護者への指導・支援 等

スケジュール
令和２年 ９月18日 第１回開催
令和２年10月23日 第２回開催
令和２年11月19日 第３回開催
令和２年12月16日 第４回開催
令和３年１月18日 第５回開催
令和３年２月８日 第６回開催
令和３年２月22日 第７回開催
令和３年４月14日 第８回開催
令和３年４月22日 とりまとめ

委 員 名 所 属

今井 弘晃 東京家庭裁判所家事第２部部総括判事

川瀬 信一 千葉県生実学校星久喜中学校分教室教諭

久保野 恵美子 東北大学大学院法学研究科教授

小平 かやの 東京都児童相談センター相談援助課医長

杉山 悦子 一橋大学大学院法学研究科教授

鈴木 聡 三重県児童相談センター市町アドバイザー

髙田 昌宏 早稲田大学大学院法務研究科教授

高橋 温 弁護士（新横浜法律事務所）

土居 聡 和歌山県子ども・女性・障害者相談センター参事、弁護士

中村 みどり Children’s Views & Voices副代表

橋本 和明 花園大学社会福祉学部臨床心理学科教授

橋本 佳子 名古屋市中央児童相談所主幹、弁護士

藤林 武史 西日本こども研修センターあかし 企画官

宮口 智惠 認定NPO法人チャイルド・リソース・センター代表理事

茂木 健司 江戸川区子ども家庭部一時保護課長

吉田 恒雄 認定NPO法人児童虐待防止全国ネットワーク理事長

○座長

○

構成員一覧
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１．一時保護の開始にあたってのアセスメントやカンファレンスの在り方について

○ アセスメントのためのツールの改善や児童相談所（児相）の内部の会議に専門家や有識者を参加させる仕組みの構築を通じて質を担保すべきである。

２．児童相談所の調査権の在り方について

○ 児童福祉法において、個人情報の保護にも配慮しつつ、相手方に応諾義務を課した児相の調査権限を規定すべきである。

３．一時保護に関する司法審査の在り方について

○ 独立性・中立性・公平性を有する司法機関が一時保護の開始の判断について審査する新たな制度を導入すべきである。

○ 導入に当たっては、子どもの生命を守るために躊躇なく一時保護するという方針と、一時保護の判断の適正性の担保や手続きの透明性の確保が両立し
得るものとなるよう、児相の体制整備や児相の権限強化が不可欠である。

○ 今後、厚生労働省、法務省、最高裁判所において課題や論点に関し実証的な検討を行うべきである。

１．一時保護中の処遇の在り方について

○ ケアを必要とする子どもに適切に対応するため、一時保護所独自の人員配置や設備の基準を策定すべきである。

○ 一時保護所の定員超過が常態化した自治体に対し、定員超過解消のための計画の策定を義務づけるべきである。

○ 一時保護所の第三者評価の実施の拡大のため、現行の努力義務ではなく、義務化することも検討すべきである。

２．面会通信制限、接近禁止命令の在り方について

○ 処分によらず事実上行われる面会通信制限の実態を調査した上で、面会通信制限や接近禁止命令の在宅ケースへの対象拡大や、面会通信制限や接近禁
止命令の司法関与や第三者関与の在り方について検討すべきである。

１．一時保護の解除にあたってのアセスメントやカンファレンスの在り方等について

○ 一時保護の解除に活用できるアセスメントツールの作成や児童福祉審議会の活用により児相の判断をサポートすることを検討すべきである。

○ 施設等への入所措置に関する保護者等の負担金について、円滑な措置への支障等の理由で減免するべきかについて、自治体に対する更なる調査や国内
外の他制度の動向を踏まえ、引き続き検討すべきである。

２．保護者支援・指導の在り方について

○ 専門的な保護者支援プログラムの地域偏在を調査し、プログラム実施団体の設置促進や自治体の体制整備のための支援等を行うべきである。

○ 家裁による保護者指導勧告は、現場にとって必ずしも使いやすい制度でないところ、好事例を周知しつつ、今後の在り方を引き続き検討すべきである。

○ 一時保護の手続において子どもの意見表明の機会の保障や意見表明の支援を行うべきである。

○ 子どもの処遇に係る児童記録票の保管や開示にかかる手続の在り方について見直しを行うべきである。

○ 保護者に一時保護の丁寧な説明を行うことが必要であり、強圧的に一時保護の同意などの判断を迫ることはあってはならない。

④一時保護を通じて共通する事項

児童相談所における一時保護の手続等の在り方に関する検討会 とりまとめ（令和３年４月22日）（ポイント）

②一時保護期間中の手続等の在り方

①一時保護の開始に当たっての手続等の在り方

③一時保護の解除に当たっての手続等の在り方
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子どもの権利擁護に関するワーキングチームについて

令和元年６月19日に成立した児童虐待防止対策の強化を
図るための児童福祉法等の一部を改正する法律（令和元年法
律第46号）附則第７条第４項において、子どもの権利擁護
の在り方について、施行後２年後までに、検討し、必要な措
置を講じるものとされた。

これを踏まえ、子どもの権利擁護に関する国内外の事例収
集や課題の検討等を行うことを目的として、本ワーキング
チームを開催する。（令和元年12月19日に第１回開催）

（敬称略、五十音順）

（１）子どもの意見表明を支援する仕組みの在り方
（２）子どもの権利を擁護する仕組みの在り方
（３）その他子どもの権利擁護の在り方

設置の趣旨

検討事項

委員

相澤 仁 日本子ども家庭福祉学会 会長
大分大学 福祉健康科学部 教授

池田 清貴 くれたけ法律事務所 弁護士

栄留 里美 大分大学 福祉健康科学部 助教

榎本 英典 前 三重県 児童相談センター 子どもの権利擁
護コーディネーター

大谷 美紀子 大谷＆パートナーズ法律事務所 弁護士

奥山 眞紀子 日本子ども虐待防止学会 理事長

川瀬 信一 千葉県生実学校星久喜中学校分教室 教諭

久保 健二 福岡市 こども総合相談センター課長（連携支
援担当）、弁護士

中嶋 麻理子 東京都 福祉保健局少子社会対策部 子供・子育
て計画担当課長

永野 咲 昭和女子大学 人間社会学部 助教

中村 みどり

林 美恵子

Children’s Views & Voices 副代表

大阪府 福祉部子ども室 家庭支援課 課長

堀 正嗣 熊本学園大学 社会福祉学部 教授

前橋 信和 関西学院大学 人間福祉学部 教授

○座長

○

令和元年 12月19日 第１回開催

令和２年 ７月27日 第２回開催

令和２年 10月２日 第３回開催

令和２年 12月４日 第４回開催

令和２年 12月14日 第５回開催

令和３年 １月25日 第６回開催

令和３年 ２月19日 第７回開催

令和３年 ３月８日 第８回開催

令和３年 ３月２９日 第９回開催

令和３年 ４月９日 第10回開催

令和３年 ５月21日 第11回開催

令和３年 ５月27日 とりまとめ

スケジュール
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○ 個別の権利救済を図るのみならず、社会的養護のもとで暮らす子ども・経験者や外部の専門家が児童相談所、一時保護所や施設の運営全般を
点検・評価し、その結果を踏まえて改善を図るサイクルを定着させることが必要。

○ 一時保護所の第三者評価を義務化することを検討すべき。また、各自治体において中立的・専門的な評価を行える体制の整備を進めるとともに、国
レベルの評価機構についても検討していくべき。

１．個別のケースにおける意見表明
○ 都道府県・指定都市・児童相談所設置市（都道府県等）が在宅指導・里親委託・施設入所等の措置を行う場合には、子どもの年齢等に合わせた

適切な方法により、あらかじめ子どもの意見を聴取しなければならない旨を児童福祉法に規定すべき。

○ 一時保護する場合には事前の意見聴取を原則としつつ、あらかじめ意見を聴くことが難しい場合は事後速やかに意見を聴くこととすべき。

○ 都道府県等は意見表明を支援する者の配置など子どもの意見表明を支援する環境の整備に努めなければならない旨を規定すべき。

２．政策決定プロセスへの子ども参画
○ 都道府県等が子ども家庭福祉に関する制度・政策を検討する際には、社会的養護のもとで暮らす子ども・経験者の視点が反映されるような仕組

みを設けるべき。

○ 社会的養護の当事者団体の活動の活性化・安定化を図るための支援に取り組むべき。

子どもの権利擁護に関するワーキングチーム とりまとめ
（令和３年５月27日）（ポイント）

１．子ども家庭福祉分野での個別の権利救済の仕組み
○ 原則として全ての自治体において児童福祉審議会を活用した子どもの権利擁護の仕組み（措置等の決定について子どもからの申し立てに基づ

き意見具申を行う等）が整備されるよう取組を促進していくべき。また、児童福祉法上、都道府県等は、子どもの権利擁護の仕組みの構築に努め

なければならない旨を規定すべき。

○ 児童福祉審議会は、独立性（児童相談所や施設等と利害関係を持たない委員の任命等）、迅速性、子どもからのアクセス、子どもの権利擁護等

に関する専門性といった要素を担保すべき。

２．子どもの権利擁護機関としてあるべき制度
○ 国レベルのコミッショナーについての検討や、自治体のオンブズパーソンの取組を促進するべき。

④評価

③権利擁護の仕組み

○ 子どもの権利保障を理念として明確に位置付けた児童福祉法第１条や、子どもの意見を尊重し、その最善の利益を優先して考慮することを定め

た同法第２条の考え方を常に基本として広く子どもの権利擁護に関する施策を推進すべき。

①基本的な考え方

②子どもの意見表明権の保障
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社会的養育専門委員会について

（１）専門委員会委員は４参照のこと。
（２）専門委員会には委員長を置く。
（３）専門委員会には委員長代理を置く。委員長代理は、委員長の指名とする。
（４）必要に応じて、専門委員の中から委員長が指名する者で構成されるワー

キンググループを設置することができる。
（５）専門委員会の庶務は、厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課において処

理する。

２．構成等

社会的養育を必要とする子どもが増加し、虐待等により子どもの抱える背景
が多様化・複雑化する中、子どもが権利の主体であることや家庭養育優先の
原則など児童福祉法の理念等を実現していくための社会的養育施策について
検討するため、社会保障審議会児童部会に「社会的養育専門委員会」（以下
「専門委員会」という。）を設置する。

（１）新たな社会的養育の在り方について
（２）子ども家庭相談支援体制について
（３）里親支援体制の強化と里親制度の見直しについて
（４）施設に求められる役割・機能について
（５）社会的養育を担う人材確保・専門性の向上について
（６）自立支援について
（７）子どもの権利擁護について
（８）社会的養育の計画的な推進について
（９）その他

３．主な検討事項

１．設置の趣旨
委 員 名 所 属

相澤 仁 大分大学福祉健康科学部教授

安部 計彦 西南学院大学人間科学部社会福祉学科教授

五十嵐 隆 国立研究開発法人国立成育医療研究センター 理事長

井上 登生 医療法人井上小児科医院院長
日本子ども虐待医学会 副理事長

榎本 光宏 東京都福祉保健局少子社会対策部 育成支援課長

奥山 眞紀子 日本子ども虐待防止学会理事長

河尻 恵 国立武蔵野学院長
全国児童自立支援施設協議会 顧問

北川 聡子 一般社団法人日本ファミリーホーム協議会会長

熊川 裕之 千葉県浦安市健康こども部こども家庭支援センター所長

倉石 哲也 武庫川女子大学教授

桑原 教修 児童養護施設舞鶴学園施設長

全国児童養護施設協議会会長

小島 健司 埼玉県伊奈町健康福祉統括監

菅田 賢治 母子生活支援施設仙台つばさ荘施設長

全国母子生活支援施設協議会会長

髙田 治 社会福祉法人横浜博萌会川崎こども心理ケアセンターかなで施設長

全国児童心理治療施設協議会副会長

坪井 ひとし 公益財団法人全国里親会常務理事

中村 みどり NPO法人キーアセット Children's Views & Voices 副代表

橋本 達昌 児童家庭支援センター・児童養護施設・子育て支援センター 一陽統括所長

全国児童家庭支援センター協議会会長

畑山 麗衣 NPO法人インターナショナル・フォスターケア・アライアンス ユース・レプレゼンタティブ

浜田 真樹 浜田・木村法律事務所 弁護士

林 浩康 日本女子大学人間社会学部教授

平井 誠敏 自立援助ホーム慈泉寮施設長

全国自立援助ホーム協議会相談役

藤林 武史 西日本こども研修センターあかし 企画官

松本 伊智朗 北海道大学大学院教育学研究院教授

宮島 清 日本社会事業大学専門職大学院教授

森井 啓 滋賀県健康医療福祉部子ども・青少年局家庭支援推進室長

薬師寺 順子 大阪府中央子ども家庭センター 所長

◎ 山縣 文治 関西大学人間健康学部人間健康学科教授

横川 哲 麦の穂乳幼児ホームかがやき 施設長
全国乳児福祉協議会 副会長

横田 光平 同志社大学大学院司法研究科教授

◎：委員長 （敬称略、五十音順）

４．委員名簿

令和３年４月23日に第27回社会的養育専門委員会、同年５月25日に第28回社会的養育専門委員会を開催。昨今の子ども家庭福祉施策の動向等について報告・議論を
行った。
⇒今後、令和元年６月19日に成立した「児童虐待防止対策の強化を図るための児童福祉法等の一部を改正する法律」の附則の検討規定に基づく検討状況の報告、家庭を
とりまく環境に関する課題の整理、自治体や関係団体からのヒアリングなどを行う予定。

５．議論の状況及び今後の予定
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令和３年４月～ 社会的養育専門委員会

ワーキンググループ・検討会の開催

・子ども家庭福祉に関する専門的な知識・技術

を必要とする支援を行う者の資格等の在り方

・一時保護の手続等の在り方

・子どもの権利擁護の在り方 等

＜前回開催からの児童福祉施策の動向＞

・産後ケア事業の法制化（令和元年12月成立）

・児童虐待防止対策体制総合強化プラン

⇒ １年前倒し（令和３年１月決定）

・都道府県社会的養育推進計画の策定
⇒ 「見える化」 （令和３年３月公表）

【附則 検討規定】
○一時保護その他の措置に係る手続の在り方について、施行後１年（令和２年度内）を目途に検討を加え、必要な措置を講ずるもの
とする。

○児童の意見表明権を保障する仕組みとして、児童の意見を聴く機会の確保、児童が自ら意見を述べる機会の確保、その機会に児
童を支援する仕組みの構築、児童の権利を擁護する仕組みの構築その他の児童の権利擁護の在り方について、施行後２年（令
和３年度内）を目途に検討を加え、必要な措置を講ずるものとする。

○児童福祉の専門知識・技術を必要とする支援を行う者の資格の在り方その他資質の向上策について、施行後１年（令和２年度内）
を目途に検討を加え、必要な措置を講ずるものとする。

【附則 検討規定】
○施行後５年（令和３年度内）を目途として、この法律による改正後のそれぞれの法律の施行の状況等を勘案し、改正後の各法律の
規定について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。

平成28年５月 児童福祉法等の一部改正（令和29年４月施行等）

令和元年６月 児童福祉法等の一部改正（令和２年４月施行等）

子ども家庭福祉に係る直近の経緯

令和元年８月 前回開催
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0歳 6歳 17歳12歳 15歳3歳

不登校児 23万人

中途退学
４万人

児相・市町村の相談対応
（０～15歳のどの年齢でも
年５万件ずつ（うち虐待が３割））

【保育園等就園】 【小中学校（義務教育）】 【高等学校】

母
子
保
健
・児
童
福
祉

保
育
園
等
、
学
校 家庭で課題を抱えている学生

（例：ヤングケアラー等）

１歳６ヶ月児
健診

３歳児健診

未就園児（特に３歳未
満）の把握が不足

若年妊産婦等

乳児家庭
全戸訪問
（生後４ヶ月）

３歳以降、子育て家庭の把握が不足

課題を抱えている家庭で育った子どもからその子どもへ、環境・課題・虐待の連鎖

考えられる子ども家庭行政の今後の課題①

課題は、①未就園児（特に虐待死亡事例が多い３歳未満）の把握が不足、②３歳以降の就学世帯を
含めた子育て家庭の把握が不足、③課題を抱えている家庭や子どもに対する支援が不足、の３つ。
→ 結果として、課題を抱えている家庭で育った子どもからその子どもへ、環境・課題・虐待が連鎖。

未就園児187万人
０～２歳：182万人（62.6％）
３～５歳： ５万人（1.8％）

課題を抱えている子育て家庭・子どもへの支援が不足
※ 例えば、ショートステイは要保護児童等に年０．５人日分の整備に止まる（令和元年度実績）
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考えられる子ども家庭行政の今後の課題②
○ 「子育て世代包括支援センター（法律上は「母子健康包括支援センター」）」と「子ども家庭総合支援拠点」は、そ
れぞれ、全国展開に向けて設置を進めている。

○ 虐待要因は複合的なため、保健、福祉単独での対応では不十分であり、母子保健と児童福祉と
の一体的対応が必要。

○ しかしながら、現場では支援がばらばらに提供されており、支援提供のハブとなる機能（マネジメ
ント）が必要となっている。

子育て世代包括支援センター 子ども家庭総合支援拠点

2022年度末までに全市町村設置
全国展開に向けて、引き続き、

設置を促進する

相談内容（虐待相談：約３割）

対応（助言指導・継続指導：約８割）

児童相談所と相談内容・対応が類似

妊産婦、乳幼児（就学前）とその保護
者（重点は妊娠期～３歳）が対象
→ ポピュレーションアプローチ

虐待ハイリスク等は総合支援拠点、
地区担当保健師、児相等との連携

連携が不十分な自治体が多い
→支援が届かない

サービスのマネジメントが不十分 14



児童虐待防止対策に係る体制強化の在り方に関する協議の場

児童虐待防止対策に係る体制強化の在り方に関する協議の場

改正法の規定等に基づき、児童虐待の防止に向けた課題を整理し、国、都道府県及び市区町村
における体制の強化を進めるため、協議の場を設置（昨年８月２日に第１回開催）

＜構成員＞
・茨城県知事、滋賀県知事
・豊田市長、さいたま市長、

文京区長、本庄市長
・舟橋村長、那賀町長

＜今後の進め方＞
具体的な検討を行うため、下記の２つのワーキンググループを設置
次回は、両ワーキンググループからの報告を聴取し、協議

児童虐待防止対策に係る体制強化の在り方に関するＷＧ

＜ＷＧにおける検討内容＞
国、都道府県及び市区町村における体制の強化に向けて、取組事

例の収集や要望等についてヒアリングを行いながら、具体的な検討
を行う

＜構成員＞
・滋賀県、茨城県
・本庄市、さいたま市、豊田市、新宿区
・那賀町、舟橋村

・厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課
虐待防止対策推進室長

・オブザーバー
全国知事会事務局、全国市長会事務局、全国町村会事務局

児童相談所の設置の基準に関するＷＧ

＜ＷＧにおける検討内容＞
改正法に規定された児童相談所の設置の参酌基準の設定について

具体的な検討を行い、基準案をとりまとめ

＜構成員＞
・鳥取県、滋賀県
・本庄市、さいたま市、豊橋市、世田谷区

・厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課
虐待防止対策推進室長

・オブザーバー
那賀町、舟橋村
全国知事会事務局、全国市長会事務局、全国町村会事務局

・厚生労働大臣
・厚生労働省子ども家庭局長
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児童相談所の設置基準政令

○ 児童相談所の管轄区域に係る政令で定める基準は、次のとおりとする。

• 一又は二以上の市町村（特別区を含む。）の区域であって、児童相談所と市町村及び学
校、医療機関その他関係機関とが相互に緊密な連携を図ることができるよう、管轄区域内
の主要な関係機関等の利用者の居住する地域を考慮したものであること。

• 児童相談所が児童虐待の予防及び早期発見並びに児童及びその家庭につき専門的な知識
及び技術を必要とする支援を適切に行うことができるよう、管轄区域における人口が、基
本としておおむね五十万人以下であること。

• 管轄区域における交通事情について、要保護児童の通告を受けた場合その他緊急の必要
がある場合において、速やかに当該通告を受けた児童の保護その他の対応を行う上で支障
がないこと。

○ 児童福祉法（令和５年４月施行）

第12条第２項 児童相談所の管轄区域は、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件について
政令で定める基準を参酌して都道府県が定めるものとする。

≪政令で定める基準（案）≫

児童虐待防止対策の強化を図るための児童福祉法等の一部を改正する法律（令和元年法律第

46号）により、児童相談所の管轄区域は、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件に
ついて政令で定める基準を参酌して都道府県等が定めるものとされたことを踏まえ、児童相
談所の管轄区域を定めるにあたり都道府県等が参酌すべき基準を定める。
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平成26 年３月17 日、ベビーシッターを名乗る男性の自宅から男児が遺
体で発見されるという、大変痛ましい事件が発生した。このような事件が二
度と繰り返されないようにするため、ベビーシッター等の子どもの預かりサー
ビスに係る対策を検討するため、社会保障審議会児童部会に「子どもの預
かりサービスの在り方に関する専門委員会」（以下「専門委員会」という。）を
設置する。

（１）専門委員会委員は、５のとおりとする。
（２）専門委員会には委員長を置く。
（３）専門委員会は、委員長が必要があると認めるときは、関係者の参加を

求めることができる。
（４）専門委員会の庶務は、厚生労働省子ども家庭局総務課少子化総合

対策室が同局保育課の協力を得て処理する。

（１）届出制等の対象範囲の在り方
（２）認可外の居宅訪問型保育事業等に対する指導監督基準の在り方
（３）マッチングサイトへの対応の在り方
（４）情報提供等の在り方
（５）その他

２．構成等

委員会は原則公開とする。

氏 名 所属・役職

秋庭 慎輔 千葉市こども未来局こども未来部幼保運営課長

尾木 まり
有限会社エムアンドエムインク

子どもの領域研究所所長

多田 博史
東京都福祉保健局少子社会対策部

認証・認可外保育施設担当課長

長崎 真由美 公益社団法人全国保育サービス協会事務局長

普光院 亜紀 保育園を考える親の会代表

松田 茂樹 中京大学現代社会学部教授（児童部会委員）

◎ 松原 康雄 明治学院大学名誉教授

水嶋 昌子 ＮＰＯ法人家庭的保育全国連絡協議会理事長

吉田 大樹
労働・子育てジャーナリスト、
ＮＰＯ法人グリーンパパプロジェクト代表理事

子どもの預かりサービスの在り方に関する専門委員会について

３．主な検討事項

◎委員長 （令和3年2月時点。敬称略、五十音順）

所 属

内閣府子ども・子育て本部

独立行政法人国民生活センター相談情報部相談第１課

５．委員名簿

（オブザーバー） （敬称略）

１．設置の趣旨

４．その他

６．開催経過

○ マッチングサイトを介したベビーシッターによるわいせつ事案が令和２年４月と同年６月に発生したことを受け、ベビーシッターによるわいせつ事案等
が発生した場合の対応等を検討するため、同年８月以降、本専門委員会において議論。

○ 令和３年２月に、マッチングサイトガイドラインの見直しのほか、ベビーシッター等に対する事業停止命令等の発令の明確化や、過去の事業停止命
令等の有無の届出事項への追加、その情報の一般への公開、自治体間における共有などを内容として、専門委員会の議論を取りまとめ。それを踏
まえ、児童福祉法施行規則、指導監督指針の改正等を実施。 17



子どもの預かりサービスの在り方に関する専門委員会 議論のとりまとめ【概要版】

１．経緯：マッチングサイトを介したベビーシッターによるわいせつ事案が令和２年４月と同年６月に発生。
また、当該マッチングサイトにおいて、ベビーシッターの届出を確認しないままにマッチングを行っていたとの報告が令和２年12月にあった。

２．基本的な考え方

（１）わいせつ事案等への対応：未然防止、事案対応、再発防止 の視点

（２）マッチングサイト運営者も、プラットフォーマーであるものの、一定の責任を負うべきとの考え方で検討

３．具体的な対応案

（１）未然防止
① 保護者による情報収集や事前面接実施など、利用するときの留意点の更なる周知
② 事業者の自主的な取組の推進（採用の際の宣誓書など）

③ マッチングサイトガイドラインの見直し
・登録時の面談、届出等の事前チェック、保護者への正確な情報提供 を追加
・適合状況は厚労省HPで公表しているが、表示を分かりやすく改善。届出の事前確認などの重要項目が不適合の場合は、厚労省HPから一定期間抹消

・国等の補助事業の対象については事業の適正な執行の観点からマッチングサイトに改善を求めるべき
・厚生労働省は、この対応状況等も踏まえ、かつ、オンラインプラットフォームに関する法規制を巡る議論等を注視しながら、
更なる対応も含め、必要な検討を進めるべき

（２）事案対応：わいせつ事案等を起こしたベビーシッターに対しても事業停止命令等を発令することを通知に明記
① 事業停止命令等の期間

・現在の保育士の欠格事由を踏まえ、刑の執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算して２年と示す
② 事業停止命令等の地理的効力等
・事業停止命令等を受けたベビーシッターが転居した場合も、転居先自治体が、当該ベビーシッターに対し事業停止命令等を発令することを検討する運用

・ベビーシッターの届出事項に過去の事業停止命令等の有無を追加（児童福祉法施行規則改正）

（３）再発防止（以下を検討）
① 事業停止命令等に関する情報の自治体間での共有：事案概要等の機微な情報も含め共有

② 事業停止命令等に関する情報の一般への公開：ベビーシッターの社会復帰への影響と、子どもの最善の利益・利用者の選択を考慮し、氏名、
自治体、処分の種類、処分の日時のみ公開

４．中長期的な検討課題
自らの犯罪歴を証明する制度の導入については、制度の対象となりうる職種が広範にわたり、また、受刑者の社会復帰との関係、犯歴情報の管理・証明実

務等刑事司法分野における議論が必要不可欠

R3.2.19
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